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1 　はじめに

　近年の乳がん死亡率の増加に対処するため、
乳がんの早期発見が期待される乳房X線検査

（マンモグラフィ）が、2000年から我が国の乳がん
検診に導入された。導入後、受診者数は増加
の一途をたどっており、2009年度には250万人を
超え、マンモグラフィは急速に普及しつつある。
有効性の高い乳がんの診断には、高品質な診
断画像の取得と、優れた読影技術（診断画像か
ら病巣を見逃さずに読み取ること）が要求される。
しかし一方で、最低限の適切なX線線量に抑え
て撮影を行うことが、マンモグラフィにおける人体
への安全性の配慮には欠かせない。このような
マンモグラフィの質の維持・向上を目的とした精
度管理等の活動が学会や産業界を中心に行わ
れている。そのような中、関連する学会や産業
界から、マンモグラフィのX線線量の評価に対し
てより一層の信頼性向上が要望された。その理
由は、マンモグラフィ用のX線と、線量計の校正
に使用されていたこれまでのX線との間でエネル
ギースペクトル（線質）に大きな違いがあり、両者
の線質の間で線量計の感度が変わることが心配
されていたためである。そこで、産総研ではこの
問題に対応するため、マンモグラフィ用のX線の
線質に基づいたX線線量の国家標準の開発とそ
の供給を行うこととした。
　計量標準は社会に広く活用されることによって
初めて意味をもつが、そのためには、社会的要

請（ニーズ）に対して迅速に（タイムリーに）対応す
ることが大切である。放射線の線量標準の開発
の標準的な期間は 3 ～ 5 年であるが、この標準
の開発では、既存の研究設備と技術を最大限
活用することにより、開発の着手から供給開始ま
でを約 1 年半という短期間で達成した。さらに、
現行のマンモグラフィの精度管理体制の中にこの
標準を組み込むことにより、迅速かつ広範な標
準供給体制の構築に努めた。この論文では、マ
ンモグラフィの精度管理におけるX線線量評価の
信頼性の向上を目標として産総研が策定したシナ
リオから研究開発・成果までの一連の流れを述
べる。

2 　研究開発の背景

2 . 1 　マンモグラフィの社会的な広がり
　近年、女性の乳がんの年齢調整罹患率用語 1、
年齢調整死亡率用語 2は共に増加の一途をたどっ
ている［1］。乳がんは早期に治療することにより予
後の良いがんであるため、早期発見が死亡率
低下へとつながる。我が国よりも先に乳がんの問
題を抱えていた欧米諸国では、早期発見が期待
されるマンモグラフィを乳がん検診に導入し、近
年では乳がんの死亡率は低下しつつある［2］。
　我が国の乳がん検診においても、これまでの
視診・触診に加えてマンモグラフィが2000年より
導入されるようになった。2000年のマンモグラフィ
の乳がん検診への導入の際の厚生省（現、厚生
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労働省）からの通達［3］では、受診の対象年齢が
50歳以上とされていた（第 4 次老人保健事業）。
2004年にこの通達が改訂され［4］、対象年齢が40
歳以上に拡大された（第 5 次老人保健事業）。
2007年にはがん対策基本法が施行され、2008
年 3 月から、がん検診は健康増進法に基づく健
康増進事業と位置付けられている。このような、受
診の対象年齢の拡大もあり、2000年の導入から
受診者数は増加の一途をたどっていて、2009年
度の受診者数は250万人を超えるようになった［5］。
2 . 2 　マンモグラフィ用X線の特徴
　マンモグラフィを含めたX線診断では、X線源
にはX線管球が使用される。X線管球とは、フィ
ラメントから放出される熱電子を高電圧（数kV～
数百kV）で加速し、金属板（ターゲット）に衝突さ
せることによってX線を発生させる装置である（フィ
ラメントとターゲット間に印加する高電圧を管電圧
という）。X線管球から発生するX線には、ターゲッ
ト材と管電圧の組み合わせによっては、制動X線
に加えて特性X線が含まれることがある。このX
線管球から発生するX線を、純金属のフィルタ（付
加フィルタという）に通すことによりエネルギースペ
クトル（線質）を変化させる。被写体に応じて最適
な線質のX線になるように、管電圧、付加フィル
タの材質、厚さを変えている。
　胸部撮影等の一般X線撮影と比べるとマンモ
グラフィで使用されるX線には、①低エネルギー
であることと、②特性X線を主体としたエネルギー
スペクトルを有すること、の二つの特徴がある。
　まず、X線のエネルギーについては、一般X線
撮影では管電圧が80kV程度であるのに対して、
マンモグラフィでは30kV程度である。Ｘ線のエネ
ルギーが低いほど、乳房組織と病巣の線減弱係
数用語 3の差が大きくなるため、コントラストのある画
像取得には低エネルギーＸ線が必要となる。しか
し、Ｘ線のエネルギーが低くなりすぎると、皮膚によ
るＸ線の吸収が大きくなってしまうため、線量と画
質を両立した管電圧が30kV程度のエネルギーの
Ｘ線がマンモグラフィでは利用される。この30～
80kV程度の管電圧の領域では、X線のエネル
ギーが低くなるほど物質（線量計の材料のみなら
ず空気等も含む）による単位長さ当たりの吸収量
が大きくなり、高精度な線量計測を難しくする一つ
の要因となっている。

　もう一つのマンモグラフィ用X線の特徴として、
エネルギースペクトルが挙げられる。一般X線撮
影でのX線管のターゲット材にはタングステンが使
用されているのに対して、低エネルギー領域のX
線を利用するマンモグラフィでは主にモリブデンが
使用される。使用する管電圧が30kVとモリブデ
ンのK殻のイオン化エネルギーに近いため、特性
X線が多く放射される。マンモグラフィでは、モリ
ブデンターゲットのX線管球と、モリブデンの付加
フィルタが使用され（以下、ターゲット材／付加フィ
ルタ材とし、Mo/Moのように元素記号で表記）、
その結果、図 1に示すような特性X線を多く含む
エネルギースペクトルとなる。Moの付加フィルタを
用いることにより、特性Ｘ線のエネルギー近傍の
Ｘ線がカットされ、より単色性の強いエネルギース
ペクトルとなる。特性Ｘ線よりも低いエネルギー成
分は皮膚による吸収を、高いエネルギー成分に
ついては画像のコントラストの低下を、それぞれ
招くため、このような工夫がなされている。
　以上のように、マンモグラフィでは特性X線を多
く含む低エネルギーのX線が使われるという特徴
がある。
2 . 3 　マンモグラフィにおける線量評価
　胸部撮影に代表される一般X線撮影における
線量評価では、皮膚吸収線量が用いられる。
一方、マンモグラフィでは、
　・  乳房に対してのみ局所的にX線が照射され

ること
　・  乳房組織において、乳腺組織が放射線に

最も脆弱であるとされていること

図 1　マンモグラフィ用（Mo/Mo）と一般撮影用
　　　（W/Al）のX線スペクトルの例
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　・  使用するX線のエネルギーが低いため単位
長さ当たりの吸収量が大きく、乳房内で線
量が急速に変化すること

等を理由に、平均乳腺線量という特別な線量によ
り評価されている。この平均乳腺線量とは乳腺組
織の単位質量あたりの吸収線量であり、乳房組
織内の全乳腺組織に吸収されるX線のエネル
ギーを、乳腺組織の全質量で除した値として定
義される。国際単位系ではJ/kgが単位であるが、
特別な名称の単位Gy（グレイ）が割り当てられてい
る。平均乳腺線量は、乳房中の深さ方向（X線
源から受像素子への方向（図 2）に対して不均一
な乳腺の吸収線量を代表する線量である。ただ
し、平均乳腺線量は、乳房中の乳腺の量（割合）
や分布、乳房の圧迫厚によって値は変わる。そ
のため、マンモグラフィの精度管理では、乳腺組
織と脂肪組織の質量比が 1：1 の割合で均一に
混合した厚さ45mm（42mm厚の場合もある）の乳
房を標準乳房とし、この標準乳房に対する平均
乳腺線量を評価している［6］［7］。関連学会等では、
この平均乳腺線量に対してガイダンスレベル（また
は低減目標値）を設け、線量の適正化（低減化）
が図られている。
　この平均乳腺線量は実測が極めて難しい量で
あり、精度管理においては、関連学会等が推奨
する標準乳房を模擬した物質（ファントム）を利用
して評価される。図 2にマンモグラフィ装置を使っ

た平均乳腺線量の評価の様子を示す。
　線量計の基準面がファントムの表面と一致する
ように線量計を設置し、ファントムの表面（X線源
側）に入射するX線の線量を測定する。ただし、
この時に線量計で測定される線量は「空気カー
マ」用語 4と呼ばれる単位で測定されるため、空気
カーマから平均乳腺線量への変換係数が必要と
なる。この変換係数はモンテカルロ計算により算
出されており、X線の線質ごとの数表として精度
管理マニュアル等に掲載されている［6］［7］。そのた
め、平均乳腺線量の評価には、マンモグラフィ
装置からのX線の線質の評価も必要となる。ただ
し、エネルギースペクトルを医療現場で直接測定
することは、手間やコストを考慮すると現実的で
ない。そのため、マンモグラフィの線質は、空気カー
マの量を半減するのに必要な物質（マンモグラ
フィではアルミニウム）の厚さによって表現される。
線質を表すこの物質の厚さを半価層という。以
上のように、平均乳腺線量の評価には、線量（空
気カーマ）と線質（半価層）を線量計によって測定
することが必要不可欠となる。
2 . 4 　マンモグラフィ用線量計の現状
　線量計には測定原理の異なるさまざまな種類
が存在する。マンモグラフィの医療現場では、電
離箱式線量計と、半導体式線量計の 2 種類が
主に利用されている。電離箱式線量計は、X線
と空気との相互作用によって生じた電離量（イオン
－電子対）の測定を基礎とした線量計である。マ
ンモグラフィでは診断用X線の中でもエネルギー
の低い（物質による吸収が大きい）X線が利用さ
れる。そのため、マンモグラフィ用X線の電離箱
式線量計では、X線入射面は透過性の高い薄膜

（主に金属蒸着した樹脂）が用いられる。電離箱
式線量計は、空気カーマの定義に近い測定がで
きるため、二次標準線量計として使用される。
一方、使用する温度や気圧等の環境条件によっ
て放射線有感体積中の空気の質量が変化する
ため、環境条件に応じた補正が必要となる。また、
X線の入射面に薄膜を使用していることから、取
り扱いに注意が必要となることに加え、薄膜によ
るX線の吸収が生じ、Ｘ線のエネルギーが低いほ
ど、線量計の感度がX線のエネルギーに依存し
て変化しやすくなる。
　半導体式線量計では主にシリコンが活用され、

図 2　マンモグラフィ装置の線量評価における
　　　線量計の設置例
ファントムの厚みの分だけ、線量計の基準面を乳房支持台
から浮かせており、写真中では電離箱式線量計のみ設置。
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pn接合（逆バイアス電圧を印加）による空乏層を
放射線に対する有感層として作用させる線量計
である（pin型もあり、その場合は、真性半導体層

（ｉ層）が放射線に対する有感層として作用する）。
電離箱式線量計では電離電流のキャリアが電子
－イオン対であるのに対して半導体式線量計では
電子－正孔対となり、半導体式線量計は固体の
電離箱と例えられる。半導体式線量計は、電離
箱式線量計と比べると堅牢性に優れ、温度・気
圧の補正が不要等取り扱いの簡便性に優れてい
るため、医療現場での線量評価に多く使われて
いる。しかし、表層のSiO2層や不感層等による
X線の吸収が大きいため、マンモグラフィ用X線
のような低エネルギー領域では感度がX線のエネ
ルギーに大きく依存することが知られている。
　電離箱式線量計、半導体式線量計ともに、マ
ンモグラフィX線（もしくは低エネルギーX線）用の
ものが開発されているが、線量計の構造上、感
度のエネルギー依存性（以下、エネルギー特性と
いう）は避けられない。そのため、医療現場等で
実際に測定するX線のエネルギー領域において、
正確に値が測定されているX線の標準場を用い
て線量計を校正することが学会等からは推奨さ
れている。
2 . 5 　国際的な動向
　欧米諸国では我が国よりも早くから乳がんの問
題に直面していたため、精度管理体系の構築も
我が国よりも早くから始まっていた。アメリカでは
1986年に米 国 放 射 線 専 門 医 会（American 
College of Radiology; ACR）がマンモグラフィの
精度基準を作成したことを契機に、精度管理が
進められた。その後、1992年にはマンモグラフィ
品質標準法（Mammography Quality Standard 
Act; MQSA）が連邦法として成立し、マンモグラ
フィ検査は法制化されている［8］。この法律に 
よって、マンモグラフィ検査を行うすべての 
施設が、米国食品医薬品局（Food and Drug 
Administration; FDA）が承認した検査機関

（ACRや州政府等）の認定を受けた上で、FDA
による医療監査と認可を受けることが義務付けら
れている。この法律の中では、線量計の校正は
2 年に一度行うことが義務付けられており、国家
標準へのトレーサビリティを担保することも明記さ
れている。アメリカの国家標準を担っている国立

標準技術研究所（National Institute of Standards 
and Technology; NIST）は、Mo/Mo線質による
マンモグラフィの線量標準の供給を行っている。
ACRによって発刊された精度管理マニュアル［9］

は、我が国の精度管理マニュアルを作成する際
の基礎となっている。
　欧州では、マンモグラフィの品質管理について、
European Reference Organization for 
Quality Assured Breast Screening and 
Diagnostic Services（EUREF）が中心となって、
ガイドラインが作成されている［10］。このガイドライ
ンでは、線量測定は 6カ月に一度行うこととされ
ている。このガイドラインを基に、欧州各国では
それぞれの方法で精度管理が実施されている。
ドイツやイギリス等を中心にMo/Mo線質による線
量標準が供給されている。しかし、欧州内にお
いてマンモグラフィ用の線量計の校正をW/Al 線
質によって実施している国や機関も多く、線質の
違いが校正結果に影響を与えることが懸念され
ていた。そのため、欧州計量標準協力機構

（European Collaboration in Measurement 
Standards; EUROMET）に所属する国および
機関の中で、マンモグラフィの線量計の校正に
関する国際比較が行われた。
　この国際比較では、複数の電離箱式線量計
と半導体式線量計を巡回させ、各国もしくは各
機関が校正に使用している線質（Mo/MoやW/
Al 等を問わず）で校正し、その校正結果が比較
された。その結果、マンモグラフィ用（軟X線用）
の電離箱式線量計のようなエネルギー特性が小
さい線量計については、線質の違いによる校正
結果の影響は、現場での線量測定に対して大き
な問題にはならないという結論であった。しかし、
半導体式線量計のようなエネルギー特性の大き
い線量計については、Mo/Mo等のマンモグラフィ
用X線の線質に近い条件で校正することが望ま
しいと結論付けられた［11］。
　このような流れの中、国際度量衡局（Inter-
national Bureau of Weights and Measures） 
に対して、Mo/Mo線質に準じたマンモグラフィ用
の線量標準をもつよう、国際度量衡委員会放射
線諮問委員会に参加する各国から要望が上がっ
た。これを受け、国際度量衡局では、Mo/Mo
線質によるマンモグラフィ用X線の校正場を整備

FBNews No.435 （'13.3.1発行）

4



し、2009年から国際度量衡局を幹事機関とした
基幹国際比較が実施されるようになった［12］。
2 . 6 　�マンモグラフィ用線量標準への社会的要請
　マンモグラフィのような低エネルギーX線では、
線量計（電離箱式線量計、半導体式線量計とも
に）のエネルギー特性が大きいため、日本では、
医療現場で測定するX線に近いエネルギーで校
正することが学会等から推奨されてきた。これま
では、マンモグラフィのエネルギー領域のX線の
線量標準は、W/Al 線質で供給を行ってきた。
産総研で保管している電離箱式線量計のエネル
ギー特性を図 3に示す（産総研のW/Al 線質の
軟Ｘ線標準の半価層の範囲）。
　比較的エネルギー特性の小さいとされる電離
箱式線量計についても、マンモグラフィで使用さ
れるX線のエネルギー領域では感度（校正定数）
の変化が、図 3 でデータごとの縦棒で表した校
正の不確かさ（95％の信頼区間）よりも大きく、ま
た、変化の様子が線量計の型式によって異なる
ことが分かる。この違いは、線量計のＸ線入射
面の材質および厚み、また、線量計内部の構造
の違いに起因している。医療現場では、エネル
ギー特性が電離箱式線量計よりも大きい半導体
式線量計が多く使われていることから、このよう
な線質の違いによる校正結果への影響を心配す
る声が、国内の産業界・学会から挙げられるよう
になった。この問題に対応するため、産総研で
はマンモグラフィのX線の線質に基づいた線量標
準の整備・供給に着手した。

図 3　電離箱式線量計のエネルギー特性の例

　 用語解説���　　　　　　　　　　　　　　　　　��
用語 1：  年齢調整罹患率：基準となる人口の年齢構成（昭

和60年人口モデル）を考慮して補正した罹患率で、
年齢構成の著しく異なる群間の比較を可能にする。

用語 2：  年齢調整死亡率：基準となる人口の年齢構成（昭
和60年人口モデル）を考慮して補正した死亡率で、
年齢構成の著しく異なる群間の比較を可能にする。

用語 3：  線減弱係数：強度 I0 の単一エネルギーの光子が
一様な物質に入射して透過する際、透過する光
子の強度I は、物質の厚さd（cm）とともに

  　I = I0 × e－μd

   のように指数関数的に減少する。この係数μ 
（cm－1）を線減弱係数という。

用語 4：  空気カーマ：非荷電粒子線の相互作用によって単
位質量あたりの空気から発生した二次荷電粒子
線の各発生時点での運動エネルギーの総和。SI
単位系では、J/kgと表されるが、 特別な単位Gy

（グレイ）が用いられる。

　�参考文献���　　　　　　　　　　　　　　　��　　
［ 1 ］  独立行政法人国立がん研究センターがん対策情報センター：
 http://ganjoho.jp/public/statistics/pub/
 statistics02.html#prg3_1

［ 2 ］  WHO死亡統計データベース：
 http: //www.who.int/healthinfo/morttables/en/

［ 3 ］  厚生省老人保健福祉局老人保健課長: 「がん予防
重点健康教育及びがん検診実施のための指針」の
一部改正について、老健第65号通達、2000年 3 月．

［ 4 ］  厚生労働省老健局老人保健課長：「がん予防重点
健康教育及びがん検診実施のための指針」の一部
改定について、老老発第0427001号通達、2004年
4 月．

［ 5 ］  地域保健・健康増進事業報告（厚生労働省 人口動態・
保健統計課保健統計室）http://www.e-stat.go.jp/
SG1/estat/eStatTopPortal.do

［ 6 ］  日本放射線技術学会放射線撮影分科会乳房撮影ガ
イドライン普及班、放射線医療技術学叢書（14-3）乳
房撮影精度管理マニュアル（改訂版）、放射線技術
学会、（2004）．

［ 7 ］  NPO法人 マンモグラフィ検診精度管理中央委員会、
デジタルマンモグラフィ精度管理マニュアル、医学書院、

（2009）．
［ 8 ］  Mammography Quality Standard Act.
［ 9 ］  C omm i t t e e  o n  Qu a l i t y  A s s u r a n c e  i n 

Mammography, American College of Radiology: 
Mammography Quality Control Manual 1999 , 
American College of Radiology, USA （1999）．

［10］  European Commission: European guidelines for 
quality assurance in breast cancer screening 
and diagnosis, Fourth Edition , European 
Communities, Luxembourg （2006）．

［11］  J. Witzani , H. Bjerke, F. Bochud, I. Csete, M. 
Denoziere, W. de Vries, K. Ennow, J . E. 
Grindborg, C. Hourdakis, A. Kosunen, H. M. 
Kramer, F. Pernicka and T. Sander: Calibration 
of dosemeters used in mammography with 
different x ray qualities: EUROMET Project No. 
526, Radiation Protection Dosimetry, 108, 33-45 

（2004）．
［12］  C .  Kes s l e r ,  P  Roger  and  D .  T .  Burns : 

Establishment of reference radiation qualities for 
mammography, Rapport BIPM 2010/01 （2010）．
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　20数年ぶりに米国とタイに行くことになっ
た。照射試験炉（研究炉を含む。以下試験炉）
に 関 する2 つの 国 際 会 議、ISMTR-5（5th  
International  Symposium on Material 
Testing Reactors）とASMTR-2（2nd Asian 
Symposium on Material Testing Reactors）
に出席するため、まずISMTR-5の会場のあ
る米国、ミズーリ州、コロンビアに向かった。
途中、スーツケースが行方不明になったが、
翌朝ホテルに届いた。そのホテルで会議が 4
日間行われた。その後、日本に戻り、翌日タ
イのバンコックに向かった。バンコックのタ

イ原子力技術研究所で 2 日間、ASMTR-2が
開催された。両国際会議の様子（概要）や会
議後の印象を述べる。

Ⅰ．ISMTR-5

　この会議の目的は、各国の試験炉の現状と
将来計画などについての情報交換を通じ、各
炉が持っている課題を解決し、照射利用の拡
大を図ることである。
　この会議は毎年開催されており、今回は 

写真 1　ISMTR- 5 の参加者

＊ Masakazu TANASE　弊社大洗研究所　アドバイザー

ISMTR-5とASMTR-2に出席して 
—放射線利用を推進するー

棚瀬　正和＊
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5 回目である。参加者は、主催国の米国が26
名と多く、日本 8 名、韓国 4 名、南アフリカ 2
名、オーストラリア、オーストリア、スウェー
デン、アルゼンチン、各 1 名と合計44名であっ
た（写真1）。

セッション 1

　試験炉の現状と将来計画� 　　　　　　

　日本原子力研究開発機構（JAEA）のJMTR
（Japan Materials Testing Reactor）では、 4
年を掛けた改修を終え、今年度の運転を期待
していること、チリでは、99Moの製造をLEU

（Low Enriched Uranium：低濃縮ウラン）で
行っていること、韓国のHANARO炉では、
NTD（Neutron Transmutation Doping： 
中性子核変換ドーピング）利用が増加して、
12インチのシリコン照射を目指しているという
ことなど、興味ある話を聞くことができた。

セッション 2

　照射試験と照射後試験の進展 　　　　

　JMTRでは、 3 種類のBe反射材の炉外試験、
JRR-3（Japan Research Reactor-3）での炉内
照射を終え、照射後試験に移る予定でいるこ
と、また、オーストラリアのOPAL炉では、
99MoをLEUのターゲットを利用して製造して
いること、また、HANARO炉では、100℃以
下の低温での原子炉材料の照射試験が実施さ
れていることなどの発表があった。

セッション 3

�　経年管理 　　　　　　　　　　　　　　

　南アフリカのSAFARI-1炉では、燃料配置や
水路システムについての経年対策を実施してい
ること、IAEA（International Atomic Energy 

Agency：国際原子力機関）からは、世界の試
験炉の50%以上は45年を超えており原子炉構
造材や材料の照射データの更新の必要性があ
ることが述べられた。

セッション 4

���安全評価と燃料転換 　　　　　　　　　

　米国のMITR炉は、原子炉の低濃縮ウラン
燃料への転換のための安全解析が行われ、
30%少ない燃料要素で現状より 1 MW高い 7  
MWでの運転ができるようだ。また、米国の
MURR炉（10MW）でも同様に12MWでの運
転が可能であること、制御棒位置を改良する
ことにより、より良い運転が可能であることな
どが示された。ここで発表されている燃料ウ
ランの低濃縮化の議論は、日本ではすでに終
了しており、米国ではかなり遅れているという
印象を持った。

セッション 5

��産業利用の拡大 　　　　　　　　　　　

　JMTRを利用した99Mo－99mTcの国産化につ
いての講演が 4 件続いた。高密度のMoO3ペ
レットの製作、ペレットの溶解、99Mo/99mTcか
らの99mTcの分離・精製、さらに、Moのリサイ
クル利用についての試験が行われ、それぞれ、
良好な結果を示したことが述べられた。

セッション 6

　施設の改修と高度化 　　　　　　　　　

　MURR炉では、研究炉の冷却塔の交換を終
え、高度化を図るための圧力容器付属の安全
装置、電気系統や遮蔽の設計などについての
報告があった。
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��装置、シミュレータの開発 　　　　　　

　JAEAでは、JMTRをモデルとして、原子炉
の状態を示すシミュレータを開発した。また、
福島第 一 原子力発電所の事故を受け、LWR

（Light Water Reactor：軽水炉）の事故時で
も安全系の測定ができるような汎用機器を開
発していることなどが報告された。

セッション 8

　まとめ 　　　　　　　　　　　　　　　

　この会議を通じ、世界の試験炉間の連携を
図りつつ、原子炉燃料や材料の照射試験、大
学等の基礎研究や99MoなどのRI製造、人材育
成などにおいて、試験炉を今後も、積極的に
活用していくことが確認された。その中で、
99Moの製造技術開発においては、MoO3の照射
を国際的なネットワークを通じて実施していく
ことなどが承認された。また、次回（第 6 回）
はアルゼンチンで開催することに決まった。

□■□�会議の印象�□■□

　この会議を終わり、次のような印象を持った。
この会議は、試験炉間のネットワークを通じ、
活発な利用を促すものであり、福島の事故後
は、その役割も変化しているようにも感じた。
試験炉による（n, γ）反応を用いて99Moを大
量に得ようとしているグループは、それほど多
くはないが、米国は、かなりの重要度を持って、
この方法の推進に向かっており、我々にとって
大きな励みになった。工程は異なるが、その開
発の現状も把握することができ、一部で協力
の兆しが見えてきた。今後、互いの情報交換
ができるかもしれない。

Ⅱ．ASMTR-2

　この会議は、アジア各国の照射試験炉の現
状と将来計画などについての情報交換を通じ、
各炉が持っている課題を解決し、照射利用の
拡大を図ることを目的としている。タイ原子力
技術研究所（TINT）が主催、JAEAが共催し、
タイの原子炉：TRR-1/M1の運転50周年を記
念する行事の一環として開催された。
　参加者として、アジア諸国にアルゼンチン
が加わり、開催国タイ15名、日本11名、韓国
2 名、マレーシア、インドネシア、アルゼンチ
ン各 1 名であった。

セッション 1− 1

　試験炉の現状と将来計画（1） 　　　　　

　JMTRでは、新しい照射設備、照射後試験
設備が整えられ、軽水炉の安全技術開発など
の研究開発、産業利用として99Moの製造技術
開発などを実施していること、インドネシアの
MPR-30炉では低濃縮235U からの（n, f）99Mo
の製造技術開発などが行われていること、タ
イ原子炉（TRR-1/M1）では、原子炉燃 料

（TRIGA燃料）が新規に供給されない状況で
ある一方、新しい研究炉構想があることなど
についての講演があった。

セッション 1− 2

　試験炉の現状と将来計画（2） 　　　　　

　京大のKUR炉では、HEU（高濃縮ウラン）
からLEUへの転換は、2010年に終了し、各種
の研究や、最近ではBNCT（Boron Neutron 
Capture Therapy：ホウ素中性子捕捉療法）
が多く行われている。また、“はやぶさ”が持
ち帰った“イトカワ”の試料の放射化分析は

セッション 7
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ここで行われた。東北大学金属研究所の大洗
支所やJMTRでは、原子力分野の世界的な発
展に必要な人材養成をするため、外国の若い
研究者や技術者と交流を図っていること、 
また、韓国のHANAROでは、ヨルダンへの試
験炉の輸出が決まり、そのために必要な照射
試験を実施していくことなどについての発表
があった。

セッション 2− 1

　照射応用（1） 　　　　　　　　　　　　　

　照射技術を利用した基礎的な分野の発表が
あった。京大では、KUR炉を使った炉物理実
験コースで、原子力に関連しない学生も受講
できるコースを新たに始めている。東工大は、
核燃料サイクルと廃棄物処理の分離プロセス
で、新たに抽出クロマト剤を開発し、アクチノ
イドとランタノイドを温度変化だけで分離する
新しい方法を提案した。

セッション 2− 2

　照射応用（2） 　　　　　　　　　　　　　

　応用的な照射利用については、JMTRの照
射利用の拡大を図るため、99Moの製造技術開
発を進めていること、JMTR-HL（ホットラボ）
施設では、各種試験に必要な高度の施設が文
科省のプロジェクトとして順次整えられている
こと、HANARO炉では、原子炉材料の中性子
科 学 研 究 に お い て、SANS（Small Angle 
Neutron Scattering）技術によるナノサイズの
研究が可能となっていることなどが報告された。

セッション 3− 1

��安全技術（1） 　　　　　　　　　　　　　

　タイ（OAP）からは、2020年までの原子力

発電所の建設計画があったが、福島の事故に
より、その計画は 6 年間延期されたことなど
が報告された。東大からは、原子炉で放射化
した材料の放射線管理と廃棄物管理について
と、日本における安全管理と廃棄物処理施設
の日本の規制と現状についての報告があった。

セッション 3− 2

　安全技術（2） 　　　　　　　　　　　　　

　JAEAから、原子炉の、水面の位置や放射
線量、原子炉炉心の状態を知るためのチェレ
ンコフ光の分析などに関する開発について報
告があった。また、JAEAらが開発した、管理
区域内で作業する人のその場の放射線量など
がリアルタイムで把握できる先進の安全管理
システムが紹介され、福島第一原子力発電所
周辺の作業者にも使うことができるということ
であった。タイ（TINT）でも、同様、研究炉プー
ル周辺で働く人の放射線量の評価手法を開発
している。

セッション 4

���パネルディスカッション 　　　　　　　

　タイ、マレーシア、インドネシア、日本、韓
国から、各国の人材育成に関する現在のプロ
グラムについての紹介があった。その中で、
お互いの協力関係を確認した。また、標準照
射場による照射技術の確立や（n, γ）99Moの
製造技術開発でも、それぞれの関係国ととも
に協力して実施していくこととなった。この会
議は、来年はインドネシアで開催されることが
決まった。

□■□�会議の印象とチェレンコフ光�□■□

　この会議を通じ、アジア各国の試験炉の役
割は、福島事故により変化し、ある意味で重
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要性が増したようにも感じた。原子炉燃料の
照射試験に加え、人材育成への利用、さらには、
99Mo製造などの産業利用への取り組みなどの
強化が必要となっている。特に、99Mo製造な
どは、医療への貢献度が高い分野であり、海
外の協力も得ながらより一層精進する必要が
あると思った。

写真 2　タイ原子炉のチェレンコフ光

　また、ISMTR-5とこの国際会議の両方の施
設見学の際に、久しぶりにチェレンコフ光を見
る機会を得た（写真 2）。このチェレンコフ光
についての雑感を述べる。私は、原子力の世
界に入って、いろいろなものを目にしてきたが、
このチェレンコフ光がこの世界で最も美しいも
のだと思っている。その思いをこの会議の参
加者に何気なく話した。彼も同じ思いで、自
分が働いている原子炉施設で見られるチェレ
ンコフ光が世界で最も美しいのではないかと
言い、所持していたその写真を見せてく 
れた。炉心の上部に何もなく、直接、水中の
炉心周辺から発する白色に近い青色の光で、
非常に美しいものであった。彼は、そのスペ
クトルを測っているということであった。一方、
この会議では、別の研究者が、このスペクト

ルから、燃料の状態を知ることができ、その
燃料の診断ができる装置を開発中であると報
告していた。美しいという興味から、深く考え
れば有用な科学研究に結び付くものの例かも
知れないと感じた。

Ⅲ．2つの国際会議を終えて
－放射線利用の一層の推進を－

　一昨年 3 月11日の東日本大震災によって起
こった福島第一原子力発電所の事故は、我々
が関与する原子力利用の在り方に大きな影響
を及ぼしている。すなわち、原子力利用の内、
エネルギー利用については、現在、大飯原子
力発電所 3 、 4 号機のみが稼働している状況
である。原子力規制委員会も昨年 9 月に発足
し、新たな段階に入っている。しかし、今後
も原子力発電所の運転が次々と認められる可
能性は低い。運転再開のハードルも高くなる
ことが想定される。そのような状況にあって、
原子力利用のもう一方の役割である放射線利
用の開発について少し考えてみたい。平成17
年度の調査だが、原子力発電の電気料金の総
和がほとんどを占めるエネルギー利用の経済
規模と放射線利用のそれの相対割合は54％、
46％であるという報告書が出ている。事故以
前まで同じ状況が続いていたと思われる。こ
のような中、放射線利用、すなわち、JMTRな
どの試験炉を使った多量の中性子を利用する
分野での活動である、各種の照射試験、産業
利用の拡大などが、今回の 2 つの国際会議で
期待されていた。その会議の中で、99Mo/99mTc
の製造に関する技術開発についても大きな話
題の 1 つであった。このような放射線利用に
関わる開発を進めつつ、近い将来、復活する
であろうエネルギー利用を待ちたいと思って
いる。
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チダンバラン博士との交友

　昨年（2012年）12月に20年来の旧知で敬愛す
るインドの元・原子力委員長であるチダンバラン
博士が来日し、夕食を共にして旧交を温めること
ができた。
　チダンバラン博士は核物理の研究者でインド
の原子力研究所（BARC）の所長から、原子
力委員長となり、現在はインド政府の科学技術 
顧問として首相を補佐する重要な役割を担って
いる。
　筆者がIAEAの事務次長の時代はインド政府
の代表としてIAEA理事会の議長を務めたことも
ある。原子力平和利用、特に研究開発推進に
おけるIAEAの役割の重要性を強調されたので、
筆者の担当していた原子力科学応用局はとくに
関係が深かった。

インドの発展に原子力エネルギーは不可欠

　チダンバラン博士によれば、インド国民一人 
当たりの年間の電力の消費量は僅かに700kWh
程度で先進国の10,000kWhの14分の 1 であると
いう。博士はインドの産業を発展させ、11億人
の国民の生活レベルを先進国並みに高めるため
には莫大なエネルギーが必要であり、これをまか
なうのには現実的に原子力エネルギーは不可欠
であると強調している。
　インドは最初カナダから発電炉を輸入したが、
その後ほとんど自力で開発を進めてきた。現在
は運転中原子力発電プラント20基（440万kW）：

建設中 7 基（530万kW）で、今後2032年までに
6,300万kW（総発電設備容量の 9％）にするとい
う野心的な計画であるという。
　更に、チダンバラン博士は原子力エネルギー
が持続可能であるためには、核燃料サイクルは
不可欠であるといっており、その政策に基づいて
高速増殖炉原型炉（50万kWe）を建設し、2013
年運転開始を予定している。この一貫した政
策はこれまでの日本の原子力政策と一致する重
要なものである。ウランを一回原子炉で燃した
だけで、処分すれば、その埋蔵量から考えると、
100年足らずで使い尽くしてしまう。リサイクルして
再利用することによって数千年の利用が可能に 
なり、はじめて持続的なエネルギーになるのである。

原子力発電プラントの安全性の確認

　勿論、インドは安全を最も重視しており、福島
原子力事故後六つのタスクフォースを設置して
運転中、建設中のプラントを検査した結果、現
有の原発は異常な自然事象に対しても、十分
な耐性の余裕度がある事を確認したという。ま
た、IAEAに要請してRAPS の3，4号機につい
てOSART（Operation Safety Review Team）
によるピアレビューを12年11月に行い、地震、津
波などの極端な事象に対して安全であることを国
際的にも確認している。

日本との協力に期待

　インドは核不拡散条約に署名していないことか
ら、日本は原子力協力協定を結んでいない。し
かし米国はインドが発展のために原子力発電を強
く必要としている事、今後核実験を行わないこと
を約束している事から、協力協定を結んだ。日
本は協力に向けて現在前向きに話し合いを進め
ている。チダンバラン博士はインド国民が少しで
も「豊かな生活を手にするために必要な電力」を
生産するために、優れた原子力技術を持つ日本
の協力を期待すると述べている。

（2013年 1 月5日稿）

左がチダンバラン博士、右は筆者（12年12月）

飛躍する大国インドの原子力
元・原子力委員　町　　末��男
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まえがき（前号までの概要）

　戦後の昭和25年、わが国では放射性同位元
素（RI）の使用が開始された。これを契機に
放射線防護の機運が盛り上がり、昭和30年代
に放射線管理関係の法令が整備された。非破
壊検査グループは昭和29年12月から、日本保
安用品協会は昭和31年 7 月から、それぞれフィ
ルムバッジサービスを立ち上げたが、最終的
には日本保安用品協会に集約された。

7．初期の被ばく線量（昭和33年）

　荒川昌は、セイフティ･ダイジェストおよび
日本放射線技術学会において、フィルムバッ
ジの測定結果を公表しているが、昭和34年の
セイフティ･ダイジェストには「放射線従事者
被曝線量の測定結果」22）と題して発表している。
これはわが国最初の職業人の被ばく統計であ
ろう。その要点を次に紹介する。

7.1　「放射線従事者被曝線量の測定結果」の要点
 　当時使用したバッジケースはJIS＊1）に適合し 
たX線用（島津製または東芝製）とγ線用（千
代田製）を使用

（図15）。バッジ
フィルムは、JIS＊2） 
に適合した富士
フイルム社 製、
小西六社製を使
用。線量測定は、
JIS＊3）に規 定さ
れた取扱方法に

よった。線量の測定範囲は、30mR以下、30～
1800mR（この間10mRステップ）、1800mR以上。
フィルムバッジの使用期間は 2 週間である。
＊ 1 ） JIS Z 4301 Ｘ線用フィルムバッジケース
  JIS Z 4302 γ線用及び硬X線用フィルムバッジケース
＊ 2 ） JIS K 7557 X線用バッジフィルム
  JIS K 7559 γ線及び硬X線用バッジフィルム
＊ 3 ） JIS Z 4502 X線用フィルムバッジの取扱方法
 JIS Z 4503  γ線及び硬X線用フィルムバッジの取扱方法

　集計は、昭和33年 1 月から同年12月までの
1 年間の測定結果である。その対象はX線関
係では事業所数238件、人数1884名（医療1202
名、工業682名）、γ線関係では事業所数67件、
人数301名（医療82名、工業219名）。
　放射線取扱従事者の 2 週間毎の被ばく線量
を表 4に示す。なお、A～Eは医療施設を示す。
B施設は 2 名の術者がいる。被ばくは一定量の
繰返しでなく不同である。表 5は作業量と被
ばく量の関係を示す。作業量と被ばく量との
関係は不同である。表 6には施設の防護レベ
ルの違いと被ばく分
布の関係を示す。レ
ベルの高い施設では
多量被ばく者の比率
は低い。
　表 7、表 8にはX
線従事者とγ線従事
者の被ばく分布を示
す。昭和33年の上半
期、下半期、年間を
連 続 し てフィル ム
バッジを装着した人
を区分けして集計し
ている。（後省略）

表 4　被曝量の実際（ 1例）
　（mr/2W）

図15　Ｘ線用とγ線用フイルムバッジ

＊ Susumu MATSUMOTO　弊社アドバイザー

個人モニタリングサービスの歴史（その3）
〜 サービスの成長期Ⅰ〜

松本　　進＊
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　荒川は、結語として次のように表記している。
　 結語（略）フイルム･バッジ･サービスを受け

ていない幾多の事業所の放射線作業者のす
べても、本集計結果と同様な被ばく線量範
囲にある、とすることは危険な推理であると
いわねばなるまい。この報告が放射線作業
者の今後の放射線障害対策の参考の一助に

もなれば幸いである。
要点の紹介は以上のとおりである。

7.2　平均被ばく線量の推定
　表 7 、表 8 から、次の手法で昭和33年当時
の平均被ばく線量の推定を試みた。
　平成元年被ばく線量分布23）をモデルとし、

各線量区間の総線量を求め、X線とγ線
の昭和33年上期と下期を合算し、昭和33
年 6 ヵ月線量集計（表 9）とした。また
年間線量を昭和33年12ヵ月線量集計（表
10）とした。
　 6 ヵ月線量合計の 2 倍値を12ヵ月線量
と合算し、 1 人当たりの平均値を算出し
た（表11）。昭和33年当時、フィルムバッ
ジ装着者の平均年間被ばく線量の推定値
は568mR（約5.7mSv）であることが分っ
た。平成元年の平均年線量当量（0.21mSv）
と比較すると約30倍である。

表 6　防護設備と被曝分布
�（神奈川県衛生部調より）

表 5　作業量と被曝線量との関係
（東京都保健所）

表 8　長時間連続γ線フィルムバッジサービスを受けている作業者の被曝線量

表 7　長時間連続X線フィルムバッジサービスを受けている作業者の被曝線量 表 9　昭和33年 6ヵ月線量集計

表10　昭和33年12ヵ月線量集計

表11　昭和33年 6ヵ月線量と12ヶ月線量の合算
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図17　申込書･登録番号のお知らせ･測定メモなど

8．群雄割拠のサービス会社

　東京オリンピックは昭和39 （1964）年に開催
されたが、その翌年、証券業界は構造不況に
陥り、政府は金利政策で景気浮上を狙うが回
復せず、戦後初の建設国債を発行した。これ
と相前後して、景気は回復基調に入り、「いざ
なぎ景気」と呼ばれる昭和40年11月から昭和
45年に至る57月間続いた高度経済成長時代の
好景気を迎えた。所得の向上により、新三種
の神器が現れ、カー、クーラー、カラーテレビ
が消費を大きく伸ばし、いざなぎ景気の間に
日本経済は大きく拡大し、昭和43年にわが国
は世界第二の経済大国となった24）。
　このような社会的な背景を受け、昭和40年
代のフィルムバッジサービスは、各社群雄割
拠の時代に入った。個人線量測定機関協議会

（個線協）＊1）に名を連ねている会社は、この時
代に設立されている。ポニー工業株式会社は
昭和40年 4 月、産業科学株式会社は昭和41年
6 月、長瀬ランダウア株式会社は昭和49年 2
月である。ちなみに弊社（千代田保安用品㈱、
現：㈱千代田テクノル）が親会社の千代田レ
ントゲン㈱技術部から独立し設立されたのが、
昭和33年 6 月である。
　これがモニタリングサービスの戦国時代の
幕開けとなり、営業現場では激戦が続くことと

なった。この競争の中で、モニタリングサービ
スの手法が時代に適合するように、少しずつ
進化･発展することとなった。以後、弊社のモ
ニタリングサービスの発展について記す。
＊1 ）  測定サービス機関相互の技術的協議団体として、昭和

59年に設立されました。当時、個人モニタリングサービ
スを実施していた 4 社が、《直接・間接的に法令と対
比する個人線量の数値を社会に提供している》 という
責任の重大さを認識し、個人線量測定技術の維持向
上のための共通的な事項を協議するため、文部科学省

（旧、科学技術庁）のご指導を受けて発足しました。（略）
（個線協ホームページより）

9．わが社のモニタリングサービス（昭和40年代）

　現像施設は、昭和30年代に、東京（S33/ 6
開設）、大阪（S34/10）、名古屋（S35/ 7 ）、福岡

（S36/ 7 ）の各営業所に 4 箇所が設けられ、昭
和40年代には、フィルムバッジサービスセンター25）

（S42/ 1  東京移設 図16）、仙台（S43/ 5 ）、敦賀
（S44/ 6 ）、福島（S46/ 5 ）の 4 箇所が新設され
た。4 増 1 減となり計 7 箇所となった。
　当時は、「申込書」を
受け付けると「登録番号
のお知らせ」と「測定メ
モ」を作成し、登録番
号を捺印したバッジフィル
ムを封筒に入れ郵送して
いた。昭和45年頃使用
していた申込書、登録番
号のお知らせ、測定メモ、
発送封筒を図17に示す。

図16　フィルムバッジセンター
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　使用期間を終了して測定依頼
を受けたバッジフィルムは、受
付記録を取った後、現像後の固
体識別用番号を、X線でマーキ
ング（S40/12）を行い、現像を行っ
た（図18）。現像の終わったフィ
ルムの光学濃度をアナログの濃
度計で読み取り、線量は、基礎
データのグラフから光学濃度に
対応する数値を読取って、機械
式計算機（図19）または計算尺

（図20）を用いて計算していた。
　算出した線量は確定した後、
報告書（氏名･着用期間･線量）
を作成し郵送する（図21）。それ
と同時に個人カードに線量を記
録すると共にフィルムを保管し
ていた（図22）。
　昭和45年 4 月時点のサービス仕
様を表12に示 す。この時 点で、 
X線 用（S31/ 7 サービス開 始 ）、 
γ線用（S32/ 8 ）のフィルムバッジの
他 に、 熱 中 性 子 用（S37/ 4 ）、 
速中性子用（S37/ 4 ）、広範囲用 

（S45/ 4 ）26）、それにガラス線量計 
（S42/ 9 ）27）28）29） の サ ービスを 
行っていた（図23、24）。
　昭和36年 4 月から線量測定下
限値が30mRから10mRに引き下
げられ、測定範囲は、10～1800mR
となり、昭和43年10月にはバッ
ジフィルムは 1 枚パックから 
2 枚パックに変わり、それを機
に 測 定 範 囲 は10～4000mRと
なった30）。

図21　報告書の一例

図20　当時使用していた計算尺

図22　個人カード保管･現像済フィルム保管

図18　X線マーキング･現像装置･濃度計

図19　機械式計算機
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　広範囲用フィルムバッジは、
昭 和40年 2 月10日 東 京･八 重
洲･龍名館ホテルで開催した
フィルムバッジ技術研究会に
て、日本原子力研究所･宮永
一郎氏の講義を聞き、初めて
知ることができた31）。
　その主な内容は、図25に示
す線量算出式（ED（X+γ））
の求め方でした。図25の左図
のフィルムエネルギー特性を
適度に組み合わせ、右図のよ
うにフラットなエネルギー特
性が得られるようにレスポン
スを合成する方法で線量算出
式を組み立てる。
　昭和46年 7 月には卓上計算
機を導入し、計算が合理化さ
れた。また昭和47年12月には
福田光道の発案で、数10ス
テップのプログラム計算機が
導入され、線量が容易に算出
できる環境が整った（図26）。
これを契機として、基礎デー
タ等の関数化が本格的に始ま
り、これが将来の機械化に繋
がった。

　 参考文献 　　　 　　　　　　 　
22）  荒川昌　放射線従事者被曝線量の

測定結果
 セイフティ･ダイジェスト
 昭和34年11月号
 日本保安用品協会（1955）64
23）  平成元年個人線量当量の実態
 フィルムバッジニュース  No.167
 千代田保安用品㈱（1990）1
24） いざなぎ景気Wikipedia.mht
25）  新装になったサービスセンター
 フィルムバッジニュース  No.12
 日本保安用品協会（1967）4
26）  広範囲X線γ線用バッジケースについて
 フィルムバッジニュース  No.35
 日本保安用品協会（1970）11
27）  蛍光ガラス線量計による個人被曝

線量の測定利用
 フィルムバッジニュース  No.13
 日本保安用品協会（1967）6
28）  蛍光ガラス線量計測定サービスのご案内
 フィルムバッジニュース  No.16
 日本保安用品協会（1967）11
29）  蛍光ガラス線量計の測定サービス
 フィルムバッジニュース  No.43
 日本保安用品協会（1972）16
30）  新しい 2 枚パックバッジフィルム
 フィルムバッジニュース  No.22
 日本保安用品協会（1968）2
31）  フィルムバッジ技術研究会
 フィルムバッジニュース  No.01
 日本保安用品協会（1965）4図26　導入されたプログラム式卓上計算機

図25　レスポンス合成法

図23　X線用、γ線用、広範囲用フィルムバッジ

　�万年筆型　　　��カールスルーエ型

図24　ガラス線量計　

表12　昭和45年4月のサービス仕様
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　昨年12月 1 日（土）、2 日（日）の 2 日間に亘っ
て、大洗パークホテルを会場に、千代田テク
ノル研究顧問の山本幸佳 大阪大学名誉教授が
国際組織委員長を務める「第 8 回 放射線モニ
タリングに係る国際ワークショップ」が開催さ
れました。
　年々参加者数を増やしながら続けられてき
たこのワークショップは、今年は、19ヵ国（オー
ストリア、ベルギー、ブラジル、中国、クロア
チア、ドイツ、ハンガリー、インドネシア、 
イタリア、カザフスタン、韓国、マレーシア、
オランダ、フィリピン、ポルトガル、ロシア、
ウクライナ、米国、日本）の26機関（海外20）、
23大学（海外 8 ）から141名（海外34）の参加
を得て、 6 件の特別講演、22件の一般講演、
31件のポスター発表が行われました。
　このワークショップには、ここ数年、大洗町
の全面的ご協力を得ており、小谷隆亮 大洗町
長も参加され、初日の開会のご挨拶、 2 日目
の懇親会のご挨拶を賜りました。
　多くの講演が行われましたが、誌面が限ら
れていますので、ここでは特別講演の題目の
み、ご紹介します。

　　　　　　　 特別講演Ⅰ 　　　　　　　
“ Current and potential new applications of 

Optically Stimulated Luminescence in 
forensics and security”

 Prof. Stephen W. S. McKEEVER

　　　　　　　 特別講演Ⅱ 　　　　　　　
“ Thermoluminescent high-dose detectors for 

radiation technologies”
 Prof. Vsevolod Semenovich KORTOV

　　　　　　　 特別講演Ⅲ 　　　　　　　
“ Irradiation-induced electrical charging of 

dielectrics”
 Prof. Hans-Joachim FITTING

　　　　　　　 特別講演Ⅳ 　　　　　　　
“ 3-D photon dose rate field evaluation in the 

airspace above the Chernobyl new safe 
confinement construction site”

 Dr. Vadim V. CHUMAK

　　　　　　　 特別講演Ⅴ 　　　　　　　
“ Trend of nuclear power program and 

l e s sons  l ea rned  f r om Acc ident  o f 
Fukushima Daiichi Nuclear Power Station”

 Dr. Sueo MACHI

　　　　　　　 特別講演Ⅵ 　　　　　　　
“ December 2, 2012 : the 70th Anniversary of 

Chicago Pile 1（CP-1）”
 Prof. Francesco d’ERRICO歓迎の挨拶を述べられる�小谷隆亮�大洗町長

 　「第８回　放射線モニタリングに係る
 　 国際ワークショップ」が開催されました！
（The 8th International Workshop on Ionizing Radiation Monitoring）
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　ポスター発表では、大学院生や研究者の方々
が放射線検出器の開発や計測技術に関わる基
礎から応用まで、また、福島原発事故による
放射能汚染地域の線量計測や食品中放射能の
測定等、幅広い研究の成果を発表していま 
した。弊社からも、 4 件の発表を行いました。
　今回のワークショップでは、 2 日間の講演・
発表会の翌日（12月 3 日）には、参加者の希
望に基づいて 2 班に別れ、一方の班（13名）は、
弊社大洗事業所の放射線モニタリングセン
ターと放射線校正施設の見学を行いました。
もう一方の班（海外からの参加者の大部分を
含む51名）は、バスで福島へ移動し、途中、
南相馬市で除染作業現場を見学し、状況の説
明を受けた後、その夜、福島市のホテル 

（サンルートプラザ福島）でサテライトミーティ

ングを行いました。“What can be done for 
the reconstruction of Fukushima”をテーマ
に、 2 件の基調講演の後、パネルディスカッ
ションが行われました。 2 件の基調講演は下
記の通りです。

　　　　　　　 基調講演Ⅰ 　　　　　　　
“ Discrepancy between regulatory and 

hazardous levels of radiation-How to 
provide public risk consciousness against 
low radiation-”

 Dr.  Junko MATSUBARA

　　　　　　　 基調講演Ⅱ 　　　　　　　
“ Dose and contamination due to Fukushima 

Daiichi NPS”
 Mr. Toshikazu SUZUKI

　ワークショップの講演・発表とサテライト
ミーティングの講演は、印刷物とCDのプロシー
ディングにまとめられる予定です。
　年々参加国・参加者が増えながら開催され
てきたこのワークショップでは、千代田テクノ
ルは事務局の役割を担っています。来年以降
もさらに参加国も参加者数も増大し、内容豊
富でレベルの高いワークショップに発展して
いくように、関係者一同、努力して参ります。

国際ワークショップ参加者の皆さん（大洗パークホテル）

ポスター発表会場では熱心な質疑・応答、情報交換が行われた
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編 集 後 記

サービス部門からのお願い

20121106027939-000000000000-センター→お客様（冊子小包）

株式会社千代田テクノル
線量計測事業本部
一丸　理佳
2013/4/01　～　2013/4/30

03-3816-5210

〈訂正例〉

切り離して
ご使用ください 担当者印を

お願いします

当該期間に
訂正してください 5

返却モニタ数を
記入してください

●今年の冬は寒い日が多く、14日は朝から一日中雪が降り続い
て、練馬の自宅でも10ｃｍは積りました。一面の銀世界できれい
でしたが、歩くのは注意が必要でした。12月の選挙で政権が
変わって、円安と株価上昇が起こり、大型補正予算でアベノミッ
クスとマスコミでは盛んに取り上げていますが、先行き上手く行
くのか心配です。
● 3 月号から、産業技術総合研究所の田中隆宏氏、黒澤忠弘
氏、齋藤則生氏によるマンモグラフィの安全を支える線量計測
という連載記事が始まりました。乳がん検診に使用されるマンモ
グラフィ用の10－20keVという低いエネルギーのＸ線線量の精度
良い評価のための国家標準の開発について詳しい解説がなさ
れています。数年前に私が開発した 8 keV から1.5MeVまで測
れるワイドレンジシンチレーションサーベイメータならカバー出来
る範囲です。ただし、これは周辺線量当量を求める測定器で
すが。
●その他に当社大洗研の棚瀬アドバイザーから、照射試験用

原子炉に関する2 つの国際 会議、ISMTR-5（第 5 回材料 
試験炉国際シンポジウム）とASMTR-2（第 2 回アジア材料試
験炉シンポジウム）の報告がなされました。前者はアメリカ、 
ミズーリ州コロンビアで44名の参加者で開催され、後者はタイの
バンコックで31名の参加者で開催され、いずれも原子炉を用い
た材料試験、99MoなどのＲＩ製造などの放射線利用の推進、産
業利用の拡大を図ることの重要性が認識されたそうです。
●当社の松本アドバイザーによる個人モニタリングサービスの歴
史は連載 3 回目となり、サービスの成長期Ⅰの話になりました。
この頃はもちろん写真フィルムバッジが個人線量計として使われ
ていて、私も学生時代から使っていました。この頃の珍しい写
真やデータが示されていてとても興味深いですが、特に当時の
線量計着用者の人数が2000人余りと少なくて、今の100分の1
にも及ばないのは、如何にその後放射線利用が進んだためかと
改めて思います。
 （Ｔ.Ｎ.記）

FBNews�No.435
発行日／平成25 年 3 月 1 日

発行人／細田敏和
編集委員／佐藤典仁　安田豊　中村尚司　金子正人　加藤和明　岩井淳　大登邦充　加藤毅彦

小林達也　篠﨑和佳子　根岸公一郎　野呂瀬富也　福田光道　藤﨑三郎　丸山百合子　三村功一
発行所／株式会社千代田テクノル　線量計測事業本部

所在地／〠113-8681 東京都文京区湯島１-７-12　千代田御茶の水ビル４階
電話／03-3816-5210　FAX／03-5803-4890

http://www.c-technol.co.jp
印刷／株式会社テクノルサポートシステム

－禁無断転載－　定価400円�（本体381円）�　　

測定依頼票が見当たらないときは…？
　平素、弊社のモニタリングサービスをご利用くださいまして、誠にありがとうございます。
　測定依頼の際に同封してくださいますようお願いしております「測定依頼票」は、「モニタお
届けのご案内」の左下部分にございます。ミシン目で切り離してご使用ください。
　「測定依頼票」を紛失されたときは、次回分の「測定依頼票」をコピーし、ご使用期間を当該
期間に訂正してご使用ください。「測定依頼票」の再発行は行っておりません。
　コピーなどの方法が取れないお客様は、メモ用紙にご使用期間、返却モニタ個数を記入し、測
定依頼してください。お客様のご理解とご協力をよろしくお願いいたします。
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